建築設計業務委託補足要領　（令和6年版)

１．目　　的

　　本要領は、大阪府都市整備部住宅建築局公共建築室が委託する建築工事等の設計業務について、「建築設計業務等委託契約約款」、「設計業務委託共通仕様書」、「建築設計業務委託特記仕様書」を補足し、設計業務を適正かつ円滑に実施することを目的とする。

２．情報収集、準備段階での留意事項

受注者は、設計条件を的確に把握するため、原則として下記の調査等をすみやかに実施し、その結果を監督職員に遅滞なく報告すること。
現地調査
①敷地、周辺状況、既存建物等について、必要な調査を行うこと。

②当初の調査には、原則として監督職員が立会うものとする。
③現地調査に当たっては、特に敷地境界杭の確認、地中埋設物等の障害物の把握及び工事に伴う周辺への影響を十分把握すること。
④既存建築物等調査については、既存図面と併せて建物外部及び各室毎に内部調査を行うこと。

⑤④の調査においてアスベスト含有材の有無を確認し報告を行うこと。

⑥⑤の調査の際は関係法令を遵守して、飛散防止対策及び暴露防止対策を行うこと。

⑦軽微な現況測量については、原則として受注者が行うこと。
⑧地質調査は、原則として府が行うが、地質調査設計図は監督職員の指示により受注者が作成すること。
⑨現況写真（カラー）を撮影し、台紙に整理のうえ１部を提出すること。

法令調査
①当該設計に関係するすべての法令等をもれなく検討し、法令上の主な制約条件を整理するとともに、その解決方策を略記した法令調査報告書を作成し、提出すること。

②法令調査に当たっては、特に市町村の条例や指導要網等への適合について十分検討すること。
③法令調査上必要となる関係諸官庁等への問合せ、打合せは、原則として受注者が自主的に行うこと。なお、重要な事項については、監督職員に連絡し、指示を受けること。
法令手続
①計画通知、構造適合性判定、建築物省エネルギー消費性能適合性判定、各種許可申請及び市町村の条例や指導要綱等に関する協議等、設計に伴う関係諸官庁への法令等に基づく手続事務は、受注者が府に代行して行うこと。なお、手続きは事前に監督職員と十分協議のうえ行うこととし、主要な協議内容等についは、随時、監督職員へ報告し、指示を受けながら円滑に行うこと。

②構造適合性判定の申請先は、監督職員の指示による。

③建築物省エネルギー消費性能適合性判定の申請先の決定にあたっては、事前に手数料の最も安価な判定機関の比較を行い、監督職員と協議のうえ行うこと。
④設備実施設計が別業務の場合、計画通知及び建築物省エネルギー適合性判定等作成時に設備設計業務受注業者から意見を聴くと共に、必要図面等を受領し図面に記名押印の上、計画通知第二面「４．建築設備に関し意見を聴いた者」欄に、当該設備設計業務受注業者の担当者名（有資格者に限る）等を記載すること。

⑤受注者は、このため必要な書類等を作成し、許可書類等を遅滞なく受領すること。
⑥受注者は、法令調査、法令手続における関係諸管庁との打合せの日時、主な内容（合意事項、指示事項等）を記載した法令手続経過表を作成し、提出すること。
類似事例　①受注者は、業務の適切な遂行のため必要な類似事例の調査及び使用材料等のカタログ類の調査等、収集・整理を行いつつ、設計を行うこと。
また、監督職員の求めに応じてこれらの資料を提出すること。
３．条件設定、比較検討段階での留意事項

　（１）受注者は、設計条件・設計方針の設定（案）を作成し、府の承認を得ること。また、これらの条件・方針に基づく数種の設計（案）を作成し、それらの総合評価表とともに府に提出すること。

　（２）府は、提出された設計（案）を総合的に評価・検討し、最もすぐれたものを実施設計素案として採用する。

４．総合化段階での留意事項

　（１）受注者は、配置図、平面図、立面図、構造計画、工事費配分計画、材料指定等の設計要件の決定については、成果図書の作成に先立って実施案を作成し、府の承認を得ること。

　（２）図面枚数は必要最小限にすること。

５．構造設計上の留意事項

　（１）意匠計画の段階から構造計画を念頭において設計すること。

　（２）構造計画立案に当たっては、できる限り単純明快で、剛性分布、質量分布の適性化など、平面・立面的につりあいのとれた計画とすること。

　（３）構造設計においては、少なくとも次の事項について監督職員と協議決定のうえ構造計算を進め、その内容についてチェックを受けた後、構造図書を作成すること。

　　　　構造材料、荷重（ＤＬ、ＬＬ、土圧、水圧等）、地耐力、杭種、杭耐力、耐震計画（水平力の分担方法、耐震設計の計算ルートの決定等）

６．積算上の留意事項

　（１）積算は、「積算委託内容説明書」及び監督職員の指示に基づいて行うこと。

（２）積算業務着手前に監督職員、積算担当職員と十分打合せすること。

　（３）数量拾い出しにコンピューターを使用する場合は、事前に監督職員の承認を得ること。

　（４）その他、疑義の生じたときは、その都度、監督職員の指示を受けること。

　

７．標準的設計業務内容

　（１）新築、改築、増築工事等の標準的な設計委託業務の範囲と内容は、以下のとおりとする。

　（２）改修工事等の部分的工事については、次表のうち必要な範囲とし、具体的な内容は監督職員と十分協議すること。

　　　建築（総合）基本設計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 建築（構造）基本設計
	ア情報収集・準備
①府より設定された条件の把握
②現地調査
③類似事例調査
④関係法令調査
⑤関係官庁との打合せ
⑥スタッフの選任
⑦スケジュールの調整
⑧各種の打合せ
イ条件設定
①設計条件の設定
(ⅰ) 要求性能の確定
(ⅱ) 法令その他の制約条件の整理
(ⅲ) 工事予算の設定
②設計方針の設定
(ⅰ) 設計理念の確立
(ⅱ) 仕様程度の設定
ウ比較検討
①性能面からの機能の検討
②設計理念上又は意匠上の検討
③計画実現のための工事費の検討
④計画実現のための施工性の検討
⑤仕様、使用材料、構造方式、設備方式等の総合的検討
エ総合化
①機能配置計画の策定
②空間構成計画の策定
③工事費配分計画の策定
④動線計画の策定
⑤防災計画の策定
⑥施設配置計画の策定
⑦平面計画の策定
⑧断面計画の策定
⑨立面計画の策定
⑩各種計画の総合調整
オ成果図書
①特記仕様者 
②仕上表
③面積表及び求積図
④配置図等
⑤平面図（各階）
⑥断面図
⑦立面図（各階）
⑧矩計図（主要部詳細）
⑨計画説明書
⑩工事費概算書
⑪その他
	 
	ア情報収集・準備
①府より設定された条件の把握
②現地調査等
(ⅰ) 土質関係調査資料の収集
(ⅱ) 近隣環境調査
③類似事例調査
④関係法令調査
⑤関係官庁との打合せ
⑥スタッフの選任
⑦スケジュールの調整
⑧各種打合せ
イ条件設定
①設計条件の設定
(ⅰ) 目的性能（建築条件）の把握
(ⅱ) 立地上その他の制約条件の整理
(ⅲ) 安全性能の設定
ａ積載荷重
ｂ風荷重及び地震荷重
②設計方針の設定
(ⅰ) 構造計画理念の設定
(ⅱ) 仕様程度の設定
ウ比較検討
①構造種別等の検討
②構造方式の検討
(ⅰ) 骨組方式の検討
(ⅱ) 基礎方式の検討
③計画実現のための工事費の検討
④計画実現のための施工性の検討
エ総合化
①構造計画の策定
(ⅰ) 試設計の解折
(ⅱ) 部材断面の仮定の検討
(ⅲ) 構造システムの決定
(ⅳ) 使用材料及び仕様の概略の決定
②工事費配分計画の策定
③設定条件への適合性の確認
④各種計画の総合調整
オ成果図書
①基本構造計画案
②構造計画概要書
③仕様概要書
④工事費概算書
⑤その他


　　　建築（総合）実施設計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 建築（構造）実施設計
	ア情報収集・準備
①府より設定された条件の詳細な把握
②現地詳細調査及び確認
③使用材料等についての文献、カタログ等の収集
④各種法令手続の打合せ
⑤スケジュールの調整
⑥各担当打合せ
イ条件設定
①基本設計に基づく設計条件の詳細な設定
(ⅰ) 各部分の要求性能の確定
(ⅱ) 法令その他の制約条件の各部分ごとの把握
②工事費の把握
③基本設計に基づく設計方針の展開
ウ比較検討
①各部分の機能の検討
②空間表現の検討
(ⅰ) 形態の検討
(ⅱ) 使用材料の検討
③工事費の検討
④施工技術の検討
エ総合化
①外部空間設計
②内部空間設計
③平面設計
④断面設計
⑤立面設計
⑥詳細設計
⑦各部分の使用材料及び仕様の確定
⑧防災設計
⑨色彩計画の策定
⑩工事費概算との調整
⑪各種設計等の調整
オ成果図書
①特記仕様書
②仕上表
③面積表及び求積図
④配置図
⑤平面図（各階）
⑥断面図
⑦立面図（各階）
⑧矩計図
⑨展開図
⑩各種詳細図（展開図を含む）
⑪部分詳細図
⑫建具表
⑬工事費概算書
⑭計画通知図書
⑮その他
	
	ア情報収集・準備
①府より設定された条件の詳細な把握
②現地詳細調査及び確認
③使用材料についての調査及び確認
④特殊工法部分の詳細調査
⑤各種法令手続の打合せ
⑥スケジュールの調整
⑦各担当打合せ及び調整
イ条件設定
①構造設計条件の詳細確定
(ⅰ) 立地、その他の制約条件の確認
(ⅱ) 各種荷重条件の設定
(ⅲ) 解折手法の設定
②工事費の把握
③基本設計に基づく設計方針の展開
ウ比較検討
①各部材の適合性の検討
②使用材料メーカーの選択
③工事費の検討
④施工技術の検討
エ総合化
①応力解析
(ⅰ) モデルの設定
(ⅱ) 構造計算
②構造計算
(ⅰ) 各部の設計
(ⅱ) 接合部の設計
③工事費概算との調整
④他部門との照合及び調整
オ成果図書
①構造設計図
(ⅰ) 伏図
(ⅱ) 軸組図
(ⅲ) 断面図
(ⅳ) 標準詳細図
(ⅴ) 各部詳細図
②構造計算書
③仕様書
④工事費概算書
⑤計画通知図書
⑥その他


８．未確認アスベスト含有材に対する設計上の留意事項

　既存建物竣工図等でアスベストの使用が無いとされている場合でも、アスベスト含有材料が存在することがあるので、アスベスト含有材料の疑いがないかを十分調査(目視により確認できる範囲)のうえ、設計を行うこと。

なお、設計調査中に、当該工事の施工範囲及び施工影響範囲において、府が貸与する既存建物

竣工図及びアスベスト分析試験結果報告書に記載のないアスベスト含有の疑いがある吹付け材等

を発見した場合は、府担当者に報告して指示を受けること。
９．適用基準類
適用図書は最新年度版を使用すること。
　　　・　建築設計業務委託共通仕様書（大阪府都市整備部住宅建築局）

　　　・　建築設計業務委託補足要領

　　　・　公共建築工事標準仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）
　　　・　公共建築改修工事標準仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）

　　　・　公共建築工事積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）

　　　・　公共建築工事積算基準の解説〔建築工事編〕（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）

　　　・　建築数量積算基準・同解説（建築工事建築数量積算研究会制定）

　　　・　建築工事内訳書作成要領〔建築工事編〕（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）

　　　・　公共建築工事屋外附帯標準設計図集

　　　・　大阪府公共建築整備指針

　　　・　大阪府公共建築整備マニュアル（大阪府建築都市部監修）

　　　・　大阪府公共建築整備マニュアル　コスト編（大阪府建築都市部監修）

　　　・　大阪府営住宅設計要領（住棟）

　　　・　大阪府営住宅設計要領（屋外）
　　　・　大阪府営住宅実施設計業務処理要領

　　　・　大阪府福祉のまちづくり条例ガイドライン
　　　・　府有建築物総合耐震設計要領及び同解説（府有建築物耐震性能向上事業推進会議）
　　　・　建築物の環境配慮技術手引き

　　　・　府有建築物の整備における環境配慮指針
　　　・　建設廃棄物処理指針
　　　・　建設工事における産業廃棄物の処理に関する指導要綱ｆ
　　　・　大阪府自然環境保全条例（第３１条）
　　　・　大阪府公共事業景観形成指針（大阪府景観条例）

　　　・　積算委託内容説明書
・　設計・図面作成成果電子納品要領
　　　・　保全対象施設の施設カルテ作成要領
　　　・　非飛散性アスベスト廃棄物の取扱いに関する技術指針
・　既存建築物の吹付けアスベスト粉じん飛散防止処理技術指針・同解説

・　建築物の解体等工事における石綿粉じんへのばく露防止マニュアル

· 建築物の改修・解体時における石綿含有建築用仕上げ塗材からの石綿粉じん飛散防止処理技術指針（国立研究開発法人建築研究所）

　　　・　別途監督職員が指示したもの
10．打合せ用図面

使用する紙類は、以下のものとすること。

①コピー用紙：古紙配合率１００％かつ白色率７０％以下

②印刷用紙　：古紙配合率７０％以上非塗工印刷用紙白色度７０％程度以下
塗工印刷用紙　塗工量が３０ｇ／㎡以下
（青焼用紙含む）
11．意匠図等作成基準一覧

　　・意匠設計図作成基準

	区分
	順序
	図　　　　種
	縮　　　　尺
	備　　　　　　　　　　　　考

	意　　　　　匠　　　　　図
	①

②

③

④

⑤
⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫
⑬

⑭

⑮

⑯

⑰
	表紙

特記仕様書
仕上表
配置図
平面図
立面図
断面図
矩計詳細図

階段詳細図
各室詳細図
（平面詳細図・展開図を含む）
共通詳細図
リスト図
天井伏図
建具表
その他の棟の図面

設備関係図
雑工事図
求積図
	1/100､1/200

1/300､1/500

1/100､1/200
1/100､1/200

1/100､1/200

1/20､1/50

1/20､1/50

1/50

1/5､1/10､1/20

1/100､1/200


	図面リスト兼用

外部仕上も記入

屋外排水（雨水排水）図を兼ねてもよい。

附近見取図、敷地周辺図を入れる。
既設建物があれば、その関係も図示する。（増築の時も）

増築の場合、その関係を図示する。

　　　　　　　 〃

同一室の平面と展開は同図面内にできるだけまとめる。

平面詳細図を必ず図示する。

洗面台、天袋等、造付の類は記号化すると同時にリスト図化する。
特定防火設備、防火設備を明示する。

建具金物は、詳細に記入しておく。

耐火構造の場合の延焼防止による網入ガラスの指示は必ず表記しておくこと。

（詳細図が必要なものの例）

渡り廊下、自転車置場等

浄化槽、分離槽、受水槽

機械室、電気室、汚物処理槽等

焼却炉、擁壁、門、塀、造園、植栽、排水溝、排水会所等




　・構造設計図作成基準
	区分
	順序
	図　　　　種
	縮　　　　尺
	備　　　　　　　　　　　　考

	構

造

図
	⑱

⑲

⑳

 eq \o\ac(○,21)
 eq \o\ac(○,22)
 eq \o\ac(○,23)
	地質調査図

伏図

軸組み図

断面図

鉄骨詳細図

架構配筋図

雑配筋図

配筋標準図
	1/100､1/200

1/100､1/200

1/50


1/20､1/30

1/50


	位置図、柱状図

必要なら通芯図もつける。

ＲＣ造のみ府から支給


（注１）　意匠図、構造図の標準的な作成基準は、上記のとおりであるが、個々の設計委託における具体的な、より詳細な仕様については府監督職員と協議のうえ決定すること。

　・外構工事（環境整備工事を含む）設計図作成基準一覧表
	区分
	順序
	図　　　　種
	縮　　　　尺
	備　　　　　　　　　　　　考

	環境整備工事(外構工事)
	①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫
⑬
	 表　　　　紙
 特記仕様書
 現況平面図
 造成計画平面図
 　　〃　　横断面図
 構造物平面図
 排水計画平面図
 　　〃　　縦断面図
 道路計画平面図
 　　〃　　縦断面図
 　　〃　　横断面図
 構造物詳細図
 植栽計画図
	1/500程度

1/100､1/200
    〃

    〃

    〃

    〃

    〃

    〃
    〃

1/50
1/20､1/30､1/50
1/100､1/200
	図面リストを兼用。

工事概要書を含む。

附近見取図を入れる。

造成計画平面図に含めてよい。

　　　〃
　　　〃
〃　　　、付替道路・架設道路を含む。

擁壁は展開図（1/100）が必要。
植栽リスト含む。


（注２）　具体的な、より詳細な仕様については、監督職員と協議のうえ決定すること。

12 ．工事区分一覧

　　【共　通】
	 工事種別
	建築
	電気
	機械
	ガス
	備　　　考

	 スリーブ（ツバ付鋼管スリーブ共）入れ
	○
	
	
	
	

	 同上補強
	○
	
	
	
	

	 同上復旧（モルタル詰及び仮復旧）
	
	○
	○
	○
	

	 ピット間土間配管
	
	○
	
	
	

	 同上堀方、埋戻
	○
	
	
	
	

	 点検口
	○
	
	
	
	


　　
【屋　上】
	 工事種別
	建築
	電気
	機械
	ガス
	備　　　考

	 屋上防水仕舞い
	○
	
	
	
	

	 テレビ共聴用アンテナベース、壁付けマスト金物
	
	○
	
	
	

	 同上基礎（アンカーボルト含）
	○
	
	
	
	

	 同上支線及びメッセンジャー取付金物
	
	○
	
	
	


　　【一　般】
	工事種別
	建築
	電気
	衛生
	空調
	ガス
	備品

	 自動閉鎖装置を取り付ける防火戸の切り込み、補強及びドアチェック・フロアヒンジ
	○
	
	
	
	
	

	 埋込器具等の取付箇所のボード類・下地の切り込み・下地の補強
	○
	
	
	
	
	

	 軽量鉄骨壁のボックス取付けの下地
	○
	
	
	
	
	

	 埋込型分電盤・端子盤・プルボックスの仮枠
	
	○
	
	
	
	

	 同上埋込部の補強
	○
	
	
	
	
	

	 電気室等の基礎及びピット
	○
	
	
	
	
	

	 自家発電機の主燃料槽
	
	○
	
	
	
	

	 流し排水トラップ（目皿共）
	○
	
	○
	
	
	

	 洗面器用鏡
	
	
	○
	
	
	

	 厨房機器
	
	
	○
	
	
	

	 消火栓箱下地組及び切込み
	○
	
	
	
	
	

	 床及び流し等への切込み
	○
	
	
	
	
	

	 機器付基礎
	○
	
	
	
	
	

	 同上架台
	
	○
	○
	○
	
	

	 同上機器の故障警報用電気工事
	
	○
	
	
	
	

	 小便器用感知洗浄装置への電源供給配管配線
	
	○
	
	
	
	

	 機器への給排水配管接続工事
	
	
	○
	
	
	

	 機器へのガス配管接続
	
	
	
	
	○
	

	 機器付属操作盤一次側電気工事（接地共）
	
	○
	
	
	
	

	 同上二次側電気工事
	
	
	○
	○
	
	

	 機器操作スイッチ類、取付、及び配線
	
	
	○
	○
	
	

	 同上配管及び取付ボックス
	
	○
	
	
	
	

	 セパレート型エアコンの室内～室外渡り配線
	
	
	○
	
	
	

	 マルチ型エアコンの室内機間の渡り配線
	
	○
	
	
	
	

	空調自動制御機器用電気工事（配管配線共）
	
	○
	
	
	
	

	 換気扇取付枠
	○
	
	
	
	
	

	 換気扇
	
	○
	
	
	
	

	 ガス湯沸器
	
	
	○
	
	
	

	 同上排気筒
	
	
	
	○
	
	

	 湯沸場の排気フード
	
	
	
	○
	
	

	 ガラリ及び取付工事（給排気共）
	○
	
	
	
	
	

	 吸出口・吸込口・天井換気扇等の下地組及び切り込み
	○
	
	
	
	
	

	 カーテンボックス・カーテンレール
	○
	
	
	
	
	

	 カーテン・暗幕・ブラインド
	
	
	
	
	
	○

	 消火器
	
	
	
	
	
	○


　　　　【昇降機】
	 工事種別
	建　築
	電　気
	昇降機
	備　　　　考

	 昇降路及び機械室の築造工事
	○
	
	
	

	 機械室天井に吊りフックの取付け
	○
	
	
	

	 エレベーター監視盤の製作及び据付
	
	
	○
	

	 機械室床機器搬入の穴明け及び復旧
	○
	
	
	

	 機械室床配管後のシンダーコンクリート打設
	○
	
	
	

	 機械室床の防塵塗装
	○
	
	
	

	 機械室の採光窓、換気ガラリ等
	○
	
	
	

	 機械室換気扇
	
	○
	
	

	 機械室天井及び昇降路頂部の自火報感知器
	
	○
	
	

	 機械室の照明及びコンセント工事
	
	○
	
	

	 ピット内コンセント工事
	
	○
	
	

	 機械室内制御盤以降の２次側配管配線
	
	
	○
	

	 電気室から機械室内制御盤１次側までの動 力用・電灯用電線配管配線
	
	○
	
	

	 乗場据付後の出入り口廻りの壁及び床仕上
	○
	
	
	

	 ピット内防水工事
	○
	
	
	

	 各階乗場開口（乗場位置表示器、押釦等）
	
	
	○
	

	 同上モルタル詰め
	
	
	○
	

	 軌条中間ビーム等の昇降路内の鋼材取付
	
	
	○
	

	 昇降路外部の電話用配管配線
	
	○
	
	

	 館内放送用信号線の昇降路までの配線
	
	○
	
	

	 機器搬入用資材の設置
	
	
	○
	

	 機械室床壁及び扉の防音工事
	○
	
	
	

	 ピット点検用タラップの設置工事
	
	
	○
	

	 エレベーター内のカメラの設置
	
	
	○
	

	 モニター用配管配線及びモニターテレビの設置調整
	
	○
	○
	 昇降路内は昇降機

	 フェッシャープレートの取付け
	
	
	○
	

	 三方枠
	
	
	○
	

	 三方枠廻りのモルタル詰め
	
	
	○
	


13．図面タイトル欄（参考）
	大阪府
都市整備部住宅建築局
公共建築室一般建築課
	工事名称

大阪府立○○○○○工事
	設計年月日

令和　　年　　月　　日
	図面番号

	株式会社○○設計事務所
	図面名称

特記仕様書
	縮尺:Ａ１

1/100
	縮尺:Ａ３

1/200
	工事番号

Ｒ〇－○○
	

	 代表者

○○
	 設計

○○
	
	
	
	


省エネ適合性判定対象建築物用


（この注意書きは削除してご使用ください）








